
 四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

平成２８年３月２３日 

四日市市長  田 中 俊 行 

 

四日市市条例第１７号 

   四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例の一部を改正する条例  

 四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例（平成２４年四日市市条例第

３９号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（法定代理受領サービスの提供を受け

るための援助） 

（法定代理受領サービスの提供を受け

るための援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に

際し、利用申込者が介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号。以下

「施行規則」という。）第６５条の４各

号のいずれにも該当しないときは、当該

利用申込者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画（法第８条第２４項に規定す

る居宅サービス計画をいう。）の作成を

指定居宅介護支援事業者に依頼する旨

を市に対して届け出ること等により、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供を法定代理受領サービスとして受

けることができる旨を説明すること、指

定居宅介護支援事業者に関する情報を

提供することその他の法定代理受領サ

ービスを行うために必要な援助を行わ

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に

際し、利用申込者が介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号。以下

「施行規則」という。）第６５条の４各

号のいずれにも該当しないときは、当該

利用申込者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画（法第８条第２３項に規定す

る居宅サービス計画をいう。）の作成を

指定居宅介護支援事業者に依頼する旨

を市に対して届け出ること等により、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供を法定代理受領サービスとして受

けることができる旨を説明すること、指

定居宅介護支援事業者に関する情報を

提供することその他の法定代理受領サ

ービスを行うために必要な援助を行わ



なければならない。 なければならない。 

  

（居宅サービス計画に沿ったサービス

の提供） 

（居宅サービス計画に沿ったサービス

の提供） 

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、居宅サービス計画

（法第８条第２４項に規定する居宅サ

ービス計画をいい、施行規則第６５条の

４第１号ハに規定する計画を含む。以下

同じ。）が作成されている場合は、当該

居宅サービス計画に沿った指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護を提供しな

ければならない。 

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、居宅サービス計画

（法第８条第２３項に規定する居宅サ

ービス計画をいい、施行規則第６５条の

４第１号ハに規定する計画を含む。以下

同じ。）が作成されている場合は、当該

居宅サービス計画に沿った指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護を提供しな

ければならない。 

  

（利用定員等） （利用定員等） 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の利用定員（当該共用型指定

認知症対応型通所介護事業所において

同時に共用型指定認知症対応型通所介

護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。）は、指定認知症対

応型共同生活介護事業所又は指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所

においては共同生活住居（法第８条第２

０項又は法８条の２第１５項に規定す

る共同生活を営むべき住居をいう。）ご

とに、指定地域密着型特定施設又は指定

地域密着型介護老人福祉施設において

は施設ごとに１日当たり３人以下とす

る。 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の利用定員（当該共用型指定

認知症対応型通所介護事業所において

同時に共用型指定認知症対応型通所介

護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。）は、指定認知症対

応型共同生活介護事業所又は指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所

においては共同生活住居（法第８条第１

９項又は法８条の２第１５項に規定す

る共同生活を営むべき住居をいう。）ご

とに、指定地域密着型特定施設又は指定

地域密着型介護老人福祉施設において

は施設ごとに１日当たり３人以下とす

る。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業者は、指定居宅サービス（法第４１条

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業者は、指定居宅サービス（法第４１条



第１項に規定する指定居宅サービスを

いう。以下同じ。）、指定地域密着型サ

ービス、指定居宅介護支援（法第４６条

第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。）、指定介護予防サービス（法第

５３条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。以下同じ。）、指定地

域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。以下同じ。）

若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援を

いう。）の事業又は介護保険施設（法第

８条第２５項に規定する介護保険施設

をいう。以下同じ。）若しくは指定介護

療養型医療施設の運営（第８２条第７項

において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有す

る者でなければならない。 

第１項に規定する指定居宅サービスを

いう。以下同じ。）、指定地域密着型サ

ービス、指定居宅介護支援（法第４６条

第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。）、指定介護予防サービス（法第

５３条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。以下同じ。）、指定地

域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。以下同じ。）

若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援を

いう。）の事業又は介護保険施設（法第

８条第２４項に規定する介護保険施設

をいう。以下同じ。）若しくは指定介護

療養型医療施設の運営（第８２条第７項

において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有す

る者でなければならない。 

  

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第８７条 指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅介護

の提供に当たっては、介護支援専門員

（第８２条第１２項の規定により介護

支援専門員を配置していないサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては、本体事業所の介護支援専

門員。以下この条及び第９３条において

同じ。）が開催するサービス担当者会議

（介護支援専門員が居宅サービス計画

の作成のために居宅サービス計画の原

第８７条 指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅介護

の提供に当たっては、介護支援専門員

（第８２条第１２項の規定により介護

支援専門員を配置していないサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては、本体事業所の介護支援専

門員。以下この条及び第９３条において

同じ。）が開催するサービス担当者会議

（介護支援専門員が居宅サービス計画

の作成のために居宅サービス計画の原



案に位置付けた指定居宅サービス等（法

第８条第２４項に規定する指定居宅サ

ービス等をいう。以下同じ。）の担当者

を招集して行う会議をいう。）等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努め

なければならない。 

案に位置付けた指定居宅サービス等（法

第８条第２３項に規定する指定居宅サ

ービス等をいう。以下同じ。）の担当者

を招集して行う会議をいう。）等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努め

なければならない。 

  

第１０９条 指定地域密着型サービスに

該当する認知症対応型共同生活介護（以

下「指定認知症対応型共同生活介護」と

いう。）の事業は、要介護者であって認

知症であるものについて、共同生活住居

（法第８条第２０項に規定する共同生

活を営むべき住居をいう。以下同じ。）

において、家庭的な環境と地域住民との

交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓

練を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるようにするものでなけれ

ばならない。 

第１０９条 指定地域密着型サービスに

該当する認知症対応型共同生活介護（以

下「指定認知症対応型共同生活介護」と

いう。）の事業は、要介護者であって認

知症であるものについて、共同生活住居

（法第８条第１９項に規定する共同生

活を営むべき住居をいう。以下同じ。）

において、家庭的な環境と地域住民との

交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓

練を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるようにするものでなけれ

ばならない。 

  

第１２９条 指定地域密着型サービスに

該当する地域密着型特定施設入居者生

活介護（以下「指定地域密着型特定施設

入居者生活介護」という。）の事業は、

地域密着型特定施設サービス計画（法第

８条第２１項に規定する計画をいう。以

下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話、

第１２９条 指定地域密着型サービスに

該当する地域密着型特定施設入居者生

活介護（以下「指定地域密着型特定施設

入居者生活介護」という。）の事業は、

地域密着型特定施設サービス計画（法第

８条第２０項に規定する計画をいう。以

下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話、



機能訓練及び療養上の世話を行うこと

により、当該指定地域密着型特定施設入

居者生活介護の提供を受ける入居者（以

下この章において「利用者」という。）

が指定地域密着型特定施設（同項に規定

する地域密着型特定施設であって、当該

指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の事業が行われるものをいう。以下同

じ。）においてその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよ

うにするものでなければならない。 

機能訓練及び療養上の世話を行うこと

により、当該指定地域密着型特定施設入

居者生活介護の提供を受ける入居者（以

下この章において「利用者」という。）

が指定地域密着型特定施設（同項に規定

する地域密着型特定施設であって、当該

指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の事業が行われるものをいう。以下同

じ。）においてその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよ

うにするものでなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（基本方針） （基本方針） 

第１５０条 指定地域密着型サービスに

該当する地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護（以下「指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護」とい

う。）の事業を行う地域密着型介護老人

福祉施設（以下「指定地域密着型介護老

人福祉施設」という。）は、地域密着型

施設サービス計画（法第８条第２２項に

規定する地域密着型施設サービス計画

をいう。以下同じ。）に基づき、可能な

限り、居宅における生活への復帰を念頭

に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、

相談及び援助、社会生活上の便宜の供与

その他の日常生活上の世話、機能訓練、

健康管理及び療養上の世話を行うこと

により、入所者がその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができる

ようにすることを目指すものでなけれ

第１５０条 指定地域密着型サービスに

該当する地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護（以下「指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護」とい

う。）の事業を行う地域密着型介護老人

福祉施設（以下「指定地域密着型介護老

人福祉施設」という。）は、地域密着型

施設サービス計画（法第８条第２１項に

規定する地域密着型施設サービス計画

をいう。以下同じ。）に基づき、可能な

限り、居宅における生活への復帰を念頭

に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、

相談及び援助、社会生活上の便宜の供与

その他の日常生活上の世話、機能訓練、

健康管理及び療養上の世話を行うこと

により、入所者がその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができる

ようにすることを目指すものでなけれ



ばならない。 ばならない。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

（健康福祉部介護・高齢福祉課） 


